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ごあいさつ

理事長

　さわやかな初夏の季節を迎え、会員の皆さまにおかれ
ましてはますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

　まず冒頭、令和６年元日に発生しました能登半島地震
により被災された皆様に、心からお見舞い申し上げます
とともに、お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り
いたします。当金庫としても、県下の地域金融機関とし
て、一日も早い復旧・復興の一助となるよう精一杯取り
組んでいく所存です。

　さて、足下の日本の経済環境としては、コロナ禍が終
焉を迎えた一方で、米国や欧州でのインフレの高まりによる金融緩和の縮小およ
び高金利環境の長期化や、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、中東地域での地
政学リスクの高まりなどにより、資材・エネルギー価格の高騰が続いています。
　その一方で、今年３月には日本銀行が、賃金の上昇を伴う２％の物価安定目標の
実現が見通せる状況になったとしてマイナス金利の解除に踏み切るなど、金融政
策の見直しに着手しました。日本では引き続き緩和的な金融環境は維持されると
考えられるものの、対ドル円の為替水準が歴史的な円安傾向にて進展しており、
今後の金融政策の対応にも予断を許さない状況ではありますが、円安によるイン
バウンド消費の拡大や、人手不足克服に向けた設備投資や人材投資により生産性
が上向き、日本経済全体では好循環実現に向かう構図が想定されています。
　しかしながら、地元石川県下の経済環境としては、コロナ禍やそれに追い打ちを
かけるように始まった物価高、更には元日に発生した「能登半島地震」の影響に
より大きな打撃を受けており、引き続き厳しい状況が継続しています。

　こうしたなか、当金庫では中期経営計画『支援力の強化と変革への挑戦』の最終
年度として、引き続き「課題解決による地域経済の力強い回復を目指して」をメイン
テーマに、長期間に渡ったコロナ禍、アフターコロナ、それに追い打ちをかける
ように始まった物価高による中小事業者への影響が長期化するなかで、地域金融
機関としてビジネスマッチングなどを通じた本業支援や、県の専門家派遣制度など
を活用した経営改善支援など、お取引先への伴走支援を重要課題として全力を
傾けてまいりました。
　また、地域を支える信用金庫として、持続的なビジネスモデルの深化とさらなる
成長に向けた基盤づくりにも役職員一丸となって取り組み、預貸和5,000億円を
達成するなど、中期経営計画の目標に対しても一定の成果を残すことができたと
考えています。

　令和6年度からは新たな中期経営計画に基づき、金利環境の変化に合わせた業務
運営への転換、DXやＧＸへの対応など、金融機関の業務面で社会変化に合わせた
金融のインフラ創りに取り組むとともに、組織風土についても変化に合わせた変革
を積極的に推し進めることが重要であり、地元経済の回復を支えるためにも、安定
かつ強固な経営基盤を背景とした持続可能な金融機関を目指し、役職員一丸と
なって取組む所存でございますので、今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い
申し上げます。

　　令和６年６月



令和6年3月31日現在

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

第53期 貸借対照表
科　　目

（ 資 産 の 部 ）
現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
信 金 中 金 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

科　　目
（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

借 用 金
借 入 金

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 塡 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
払 戻 未 済 持 分
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
　特 別 積 立 金
　当期未処分剰余金

処 分 未 済 持 分
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

金 額  百万円

4,282
82,470
9,250

0
39,329

6,610
5,589

13,252
97

13,778
184,751

381
7,593

158,795
17,980

2,186
94

1,730
10

226
124

4,386
1,445
2,621

150
2

166
60
10
25
23
87

107
2,405

△ 2,894
（△2,752）

326,423

金 額  百万円

316,300
6,933

128,758
92
72

169,314
9,721
1,407

100
100
512
124

68
1
4

43
6
−

48
175

40
65
－

82
22
11
－

162
2,405

319,663

1,288
1,288
7,756
1,309
6,446
6,130

316
△ 0

9,045
△ 2,627

342
△ 2,285

6,760
326,423



※記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

3,170,711

2,891,681

279,030
27

97,748

181,309

22,230
159,078
105,610
52,129
316,818

金　　　額

2,780,239
2,147,504

125,650
367,172
139,911
347,202
139,426
207,775
7,079

−
7,079
36,189

−
10,586

8,885
1,002

15,716

12,832
11,173

379
1,029

249
296,060

38,022
258,038
188,563

−
29

186,860
1,674

2,232,486
1,295,548

848,870
88,067
161,737
133,358

17
96

28,264

27
−

525
97,223

4,531
17,699

科　　目

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで第53期 損益計算書
千円

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益
国 債 等 債 券 売 却 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

預 金 利 息
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額
借 用 金 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却
そ の 他 の 業 務 費 用

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金 ( 当 期 首 残 高 ）
土地再評価差額金取崩額
当 期 未 処 分 剰 余 金



316,818,129

210,659,873
25,659,873

185,000,000
106,158,256

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで第53期 剰余金処分計算書
金　　　額　　　円

（注 1）監事  小木曽史佳は、信用金庫法第 32 条第 5 項に定める員外監事であります。
（注 2）当業務報告書の計数は、木戸公認会計士事務所による監査の結果、適法と認められております。

上記の通りであります。
令和 6 年 6 月

以上各項、監査の結果その正確適正なことを認めます。

理 事 長　石　田　雅　裕
副理事長　玉　井　重　治
常務理事　能　崎　勝　也
常勤理事　小　林　清　利
常勤理事　森　　　昌　史

非常勤理事　中　村　義　彦
非常勤理事　春　田　喜　裕
非常勤理事　山　本　正　人
非常勤理事　長　基　健　司
非常勤理事　髙　木　雅　宣
非常勤理事　西　村　一　伸

常 勤 監 事　大　谷　俊　久
非常勤監事　中　西　英　文
非常勤監事　元　山　利　朗
非常勤監事　小 木 曽 史 佳

《会員の皆さまへ》

〈連絡先〉〒920-8674　金沢市玉川町11番18号　はくさん信用金庫　総務部
TEL 076（233）1188　FAX 076（265）5544　E-mail：soumu@hakusanshinkin.co.jp

当 期 未 処 分 剰 余 金
これ を 下 記 のように 処 分します 。

剰 余 金 処 分 額
普通出資に対する配当金（年2％）
特 別 積 立 金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）

科　　目

はくさん信用金庫では、一般会員の皆さま方のご意見を反映した総代会運営を
目指しております。
　ご意見、ご要望等がございましたら、各営業店備付の用紙にご記入の上提出
いただくか、あるいは下記までお寄せください。

【ホームページ】https://www.hakusanshinkin.co.jp

〒920－8674　金沢市玉川町 11 番 18 号
TEL 076（233）1188/FAX 076（265）5544


